平成　年度事業実施計画
〔新品種・新技術の確立支援事業〕
Ⅰ　事業実施主体

	事業実施主体名

	

	代表者名

（※ⅰ）
	

	協議会構成員（組織・団体等名）（※ⅱ）
	

	事業実施担当者（事務局担当者）連絡先

	フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名
所　属　部　署
職　　　　　名
所属先住所等
〒 ・ 住　　所
Ｔ　　Ｅ　　Ｌ
Ｆ　　Ａ　　Ｘ
メールアドレス
	〒



	事業会計担当者連絡先

	フ　リ　ガ　ナ
氏　　　　　名
所　属　部　署
職　　　　　名
所属先住所等
〒 ・ 住　　所
Ｔ　　Ｅ　　Ｌ
Ｆ　　Ａ　　Ｘ
メールアドレス

	〒


	
	
	


　※ⅰ）都道府県及び市町村以外の場合に記載する。
　※ⅱ）協議会形式で事業を実施する場合に記載する。
Ⅱ　事業で取り組む新品種又は新技術等の概要

	作物名
	品目名
	品種名又は技術名及び特性等の概要

	
	
	（注１）品種名又は技術名を記載した上で、開発者、開発年及び普及状況を記載する。品種又は技術の内容に関する資料を収集している場合は当該資料を添付する。

（注２）品種名又は技術名とは別に、審査対象を判断するために「（省エネ対策）」「（温暖化対策）」「（その他産地化対策）」を記載する。


	
	
	上記品種又は技術に取り組む理由

	
	
	（注）品種又は技術を選定した経緯・理由等を記載する。



	
	
	


Ⅲ　事業実施年度及び事業実施期間

	事業実施年度
（当該年度）
	 平成　　年度


	事業実施期間

（全体計画）
	平成　　年度～平成　　年度



	
	
	
	


Ⅳ　事業実施体制

	事業実施体制（フロー図を含む）

（注）連携・協力体制、役割分担、事業の調整や進行管理などの方針を記載する。



	 産地指導担当機関名（又は担当者名）
	

	
	


Ⅴ　事業の実施方針及び事業計画の内容
	１　事業の実施方針

	 （注）現状の課題（新品種等に取り組む経緯・背景等）等を踏まえ、事業実施の全体計画と進め方等について記載する。


	２　事業計画の内容

	１年目（平成　　年度）



	（１）新品種・新技術等の特性把握

	
	【検討会の開催】



	
	【品種・技術の特性把握】



	
	【栽培・技術マニュアルの作成】



	
	【産地・実需者の意向・ニーズ等調査】



	
	【品種・技術と産地・実需者とのマッチング活動】



	（２）産地・実需者が連携して行う実証等を通じた生産技術の確立

	
	【検討会の開催】



	
	【品種・技術の実需者ニーズ等適応性試験】



	
	【生産性向上・経営改善効果分析】

	
	【産地として導入を進めるべき品種・技術の選定】

	
	【導入を進めるべき生産技術の確立活動】



	３　新品種・新技術の普及等に関する手引きの作成

	
	

	※１）取組２年度目以降の提出の際は、過年度の事業実績も記載する。
※２）各取組ごとに具体的内容、実施場所、事業量及び事業費について記載する。


	（事業実施のスケジュール）

	平成　　年

　　　　　月
        月

	

	３　事業の成果目標：



	
	成果目標についての考え方


	（注）設定した成果目標について、具体的にどのような状態を目標とするのか記載する。




Ⅵ　産地（生産者）リスト

	（注）想定する産地（生産者）等を記載する。既に予定している具体的な生産者がいる場合には、産地名と取組農家数等を記載する。



	


Ⅶ　実需者リスト

	（注）想定する実需者の形態を記載する。既に予定している具体的な実需者がいる場合には、その名称・業態（業種）名等を記載する。



	


Ⅷ　栽培・技術実証、成分分析、加工適性試験等の計画概要

	（注）実証ほの設置所在地名、箇所数、面積等を記載する。成分分析や加工適性試験等の具体　　　的な実施項目、実施場所（委託機関等）、事業量等を記載する。



	


Ⅸ　産地・実需者等のマッチング活動の実施手法及びマッチング活動の目標

	（注）マッチング活動の主な取組内容、実施手法及びマッチングの目標を記載する。



	


Ⅹ　生産技術の確立に向けた連携体制の概要

	１．活動計画           

	（注）生産技術の確立に向けた関係機関・団体等のコーディネート活動、関係者による情報・意見交換等合意形成のための取組内容を記載する。


	２．構成員

	組織・団体等名称
	役割等

	
	

	
	


　※想定する生産技術確立のための連携体制等について記載する。

　※中核となる者が分かるように記載する。

ⅩⅠ　活動の評価と改善の方法

	１．評価体制・手法

	

	２．評価に対する改善

	

	


ⅩⅡ　経費の配分及び負担区分

	取組年度


	区分


	総事業費
(A)+(B)+(C)


	負　担　区　分
	備考



	
	
	
	国庫補助金
（Ａ）
	自己資金
（Ｂ）
	その他
（Ｃ）
	

	平成　年度


	
	　　　　円


	　　　　円


	　　　　円


	　　　円


	

	
	
	
	
	
	
	


ⅩⅢ　　事業完了予定（又は完了）平成　　年　　月　　日

ⅩⅣ　収支予算（又は精算）

１　収入の部

	区分


	本年度予算額（又は本年度精算額）
	前年度予算額（又は本年度予算額）
	比較増減
	   備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　国庫補助金
２　その他
	　　　　円


	　　　　円


	　　　　円


	　　　　円


	

	合計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


２　支出の部

	区分
	本年度予算額（又は本年度精算額）
	前年度予算額（又は本年度予算額）
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	１　国庫補助金
２　その他 
	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	　　　　円
	

	合計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


	事　業　実　施　経　費



（単位：円）
	費　　　　　目
	平成　　年度
	経費の必要性と当該事業との関連性

	　　　　　　事　　業　　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　旅　　　　　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　謝　　　　　金
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　賃　　　　　金
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　役　　務　　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　委　　託　　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　備　　品　　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　雑　役　務　費
	
	

	（内　訳）

	
	

	　　　　　　合　　　　　計

	
	

	
	
	


（注）１．「内訳」欄は、各費目の使途が分かるように記入してください。
　　　２．補助金申請額が本事業に要する事業費を下回る場合（事業実施主体の自己負担がある場合）には、補助金申請額の上段に括弧書で事業費を記入してください。
　　　３．「合計」欄には、各費目の合計額を記入してください。また、事業内容総括表の「補助金申請額」欄と金額の整合がとれているかを必ず確認してください。
　　　４．謝金、賃金等については、その単価等の設定根拠となる資料を添付してください。
　　　５．事業の一部を委託する場合は、その委託契約書（案）（又は写し）を添付してください。
　　　６．その他地方農政局等が必要と認める資料を添付してください。
別添２
新品種・新技術の確立支援事業
事業実施計画（生産技術確立プロセス）

	事業実施主体名

	


Ⅰ　事業の実施方針
	１　事業の実施方針及び事業計画の概要

	（注）現状の課題（新品種等に取り組む経緯・背景等）等を踏まえ、事業実施の全体方針と進め方等について記載する。


	２　事業計画の概要（年度別）

	
	１年目（平成　　年度）


	
	２年目（平成　　年度）

	３　事業の成果目標：

	
	成果目標についての考え方
	（注）設定した成果目標について、具体的にどのような状態を目標とするのか記載する。

	
	目標年度
	


Ⅱ　全体事業費の見込み（年度別）
	取組年度
	主な取組事項
	事業費
	備考

	１年目
（平成　年度）
	
	円
	

	小計
	
	
	

	２年目
（平成　年度）
	
	
	

	小計
	
	
	

	合計
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